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大きいリスク制度にひずみ

助けてくれぬ保証協会／見直し求める声

　融資を受ける際、時に金融機関から紹介される信用保証協会や信用保証会社。お金を借りる側は連帯保証人には迷惑をかけずにすむ「心強い債務の連帯仲間」と思いがちだが、実は大きな錯覚であることが少なくない。

　東京都内で内装業を営む原田誠一さん（仮名、四十代）が事業資金調達のため七百万円を借りたのは二〇〇二年の事。銀行からは、本人と妻を連帯保証人とした上で、信用保証協会の保証を要求され、受け入れざるを得なかった。

　信用保証協会には実質的な金利の上乗せという形で保証料を支払っている。融資を受ける際には担当者の「こういう決まりになっている」との説明に「そういうものか」と疑問に感じなかったそうだが、その後、税理士などと情報交換するうちに、「なぜ連帯保証人と信用保証協会の二重の保証が必要なのか」と疑問が膨らむばかりだ。
　信用保証協会は自治体と地元銀行などが“共同出資”し、債務不履行に陥った時は本人に代わって代位弁済する役割を負っている。

　だが、万一返済不能になった時、その債務を肩代わりしてくれるのかといえば、決してそうとはいえない。金融機関に代位弁済した後、保証協会が今度はその分の回収にやってくるからだ。債務は免除されることはなく、基本的に支払う前提は何も変わらない。「金融機関を助けても、自分は助けてくれない信用保証協会になぜ保証料を支払わないといけないんだろう」。原田さんの疑念は晴れない。
　金融機関は、信用保証協会などの保証を取り付けられれば、融資が焦げ付くリスクを限りなく小さくできる。代位弁済する信用保証協会側も、実は保険などでリスクを小さくできる仕組みになっている。

　信用保証協会は、中小企業金融公庫の信用保険加入しており、たとえ債務が回収不能になっても七－八割がカバーされている。残りの部分も、地元自治体側から部分的に損失補てんを受け、実質的に債務の大半が穴埋めされる格好だ。このため「金融機関、信用保証協会とも、融資先の審査がどうしても甘くなりがち」と連帯保証人問題に詳しい青山学院大学の瀬尾佳美助教授は警鐘を鳴らす。

　信用保険が資金不足になれば税金で補うことになる。手厚い保護を受ける金融機関側と比べ、いざというときは債務が全額降りかかるリスクの大きい連帯保証人。「リスク負担のバランスがいびつ過ぎる」（法曹関係者）との声は根強い。
　金融機関にとって望ましい連帯保証人は、社会的地位があり収入も安定した人。東京税理士会相談所の岡本通武理事によると、「税理士で連帯保証人で苦しんだ経験を持つ人はけっこういる」のだという。顧問先の中小企業の社長に頼まれ、その人柄と事業の将来性を見込んで保証人になったものの、見込み違いで、債務が降りかかってきた税理士は少なくない。東京税理士会が一九九三年に保証人になることを禁じた内規を設けたのは、こうした事情によりものだ。しかし、それ以前の連帯保証は今も有効なうえ、全国の他の税理士会はまだ「そうした内規がない」（日本税理士会連合会）のも実情だ。

　連帯保証人の義務は法律上、債務者本人と同格とされている。それなのに、金融機関からは債務の現状について連帯保証人に定期的に連絡が入ることはない。返済の要求はいつも突然だ。
　こうした実情を踏まえ岡本さんは①実際の借り主がどの程度返済し続けているか金融機関に返済報告を義務付けること②連帯保証人が死亡したり退職したりすることも前提に、無期限ではなく保証期間を設ける③通信販売のクーリングオフのように、一定期間後二保証人も任意解約ができる制度にすべきだ――と改善を要求。

　保証人問題に詳しい深草徹弁護士も「銀行側の事前のリスク説明の徹底はもちろん、こうした論点も議論すべき」と話す。

　信用保証協会の保証料率も課題だ。現状では企業の決済や財務内容にかかわらず保証料率はおおむね一律。瀬尾助教授は「第三者の連帯保証制度をなくす一方で、決算書などのないように応じて、保証料率を高くしたり低くしたりする措置が必要では」と指摘する。
　もちろん、借りたお金を債務者が返すのは原則だ。しかし、保証人を巻き込み続けるのはどうか。日本弁護士連合会が二〇〇二年に発表した前年四－六月の自己破産千二百九件の抽出調査結果で「二五％は第三者の保証人になったのが原因だった」。連帯保証人制度のひずみはもはやむしできないものになっている。
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債務の返済を迫られたら…

　万一、連帯保証人として銀行から、債務返済を迫られたり、返済が滞りそうになったりした場合、どうするのか。

　まず初めの手続きは「リスケジュール」。銀行側と返済額の減額や返済期間の延長など条件緩和を話し合う。

　リスケジュールが不調に終わった時の選択肢は三つ。｢任意売却｣か「個人再生手続き」、さらには「自己破産」である。

　任意売却とは、保証人（債務者）が保有する物件について購入希望者がいて、銀行と保証人側との間で価格面で折り合いがつき、保証人が売却金を銀行に支払うことで、抵当権を消す手続きのこと。

　その物件を再度、借り受けられれば、継続して住み続けることができる。競売よりも高額で売却できる可能性も大きい。
　個人再生手続きを利用してできるのは、負債総額が三千万円以下の個人で、一定の収入が見込める場合に限定される。裁判所への申し立てが必要で、手続きには手間もかかるが、元本の減額が可能になり、うまくすれば住宅も失わずにすむ。

　自己破産は裁判所に申し立て、決定を受ける必要がある。破産が認められれば、債務は免責されるが、デメリットも大きい。
リスケジュール





折り合いがつかないと





個人再生手続き





任意売却





自己破産





銀行に連帯保証債務の返済を求められたら





関係者の間で返済条件の緩和を協議
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○場合によって、物件に住みつづけることが可能


●金融機関によっては債務額の大幅な減額ができない場合あり





○元本カットが可能


　住宅維持が可能など


●裁判所への申し立てが必要で手続きに手間がかかる





○免責を受ければ支払をせずに済む


●資産を失う、資格制限や数年は借り入れ、クレジットカードなどが利用できない











